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第3 章で，具体的な自動車企業モデルを，A 自動車株式会社の7 年分の有


























実施 モデル では ，個人 にで はな く，生 産 部 門 と販 売 部門に つい て，計 画値
の 予測 と標準 誤差 とを 感受圧 力指 数を 使 っ て増 減 させ ，一 様乱 数を 発生 させ
て実現値を 求 め る よ うに してあ る。　
しかし， こ の心理的 要 因に よる計 画値 の変 動 はBonini モデル の よ うに大
き くとっ てい な く，ほぼ そ の1/10 であ る。 この値 を大 き くとる と， モデル の
実 証 欧をむ しろ ，そ こな うで あろ うと考 え た ため であ る。＊　　
＊本論文は昭和45 年3 月にディスカ デッショソ 。ペ ーパーとして配布したものを，
今回発表する機会を得たので，大変遅ればせながら，公刊するものである。 参考文


























































他にもIBM 社のPICS   (Production Information Control System)は7 つの
サブシステム　1.販売分析　2. 技術　3. 在庫管理及び日程計画　4. 製造設備5.
購売　6. 財務　7. 販売一発送に分けている。(16)　
インダストリアル・ダイナミックスでは，システムの活動をフp  ―の状態
によって示し，フ1=ニl－として，(1)物( 材料・製品等)，(2)注文( 発注， 要求)，(3)
金( 賃金)，(4)マンパワー( 労働力)， ⑤資本設備，(6)情報の6 つに分げ，(1)


















を記述・説明・予測しようとするものである。 K. J. Cohen, R. M.  Cyert に
よれば,  Cyert，March,  Moore　 が開発した，百貨店の価 格と生産量に関す
82
る特定のモデルはこれに属する。又，企業モデルとはいえないげれど乱 個















































決定や経営組織を発見するためのモデルの設 計 である。 J. W.  Forrester 教
授の開発したインダストリアル・ダイナミックスはこれに属すると考えられ
る。但し，I  .   D. ではとりあつかわれるシステムは企業をとりまく外的環
境も含んでおり，システムの間に存在する変数間の方程式体系によってモデ





















































上述のa は1）,   2）,   3）に展開されてい ると考えられるし,   c，d，は径済人
モデルを実際の問題に適応する場合の方法と考えられる。そこで，経済人モ
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い に 異 な る 。（66 ）　
⑤　 複 雑 人 と い う モ デ ル
前 述 の よ う に4 つ の 人 間 行 動 のjモ デ ル を 示 し た が ， 現 実 の 人 間 行 動 は ， そ
れ ら の モ デ ル よ り も は る か に 複 雑 で あ る と 同 時 に ， 社 会 が 発 展 し 人 間 が 属 し
て い る 種 々 の 組 織 の 規 模 が 非 常 に 大 き く な り 細 分 化 す る に っ れ ， ま す ま す 複
雑 に な っ て い く の で あ る 。　
そ こ で 人 間 行 動 の モ デ ル と し て 複 雑 人 モ デ ル を 考 え そ の 内 容 を 以 下 に あ げ
て み る 。　1
） 人 間 は 複 雑 で あ る だ け で な く ， き わ め て 変 化 し や す い 。　
人 間 の 動 機 は 重 要 性 に 基 づ い て 階 層 化 さ れ ， こ の 階 層 は ， 時 と 状 況 に 応 じ
て 変 化 す る 。 さ ら に 動 機 は 相 互 作 用 を 起 こ し ， 結 合 し 複 雑 な 動 機 を 作 り 上 げ
る 。　2
） 人 間 は 組 織 で の 経 験 を 通 じ て ， 新 し い 動 機 を 学 び と る 能 力 を 持 っ て い
る 。　3
） 組 織 が 違 え ば ， ま た 同 じ 組 織 で も 部 門 平 地 位 か 違 え ば ， 動 機 心 違 っ て
く る と 思 わ れ る 。　4
） 人 は い ろ い ろ な 欲 求 に も と づ い て 組 織 に 牛 産 的 に 関 与 で 曽 る 。　　g　　r　
゛　　　” ミ｀ ●/゛ 7　　　w　‾　　　　　　　r■¨ I●丿・　　-ミミ/＝ ’｀?　　ry　-　　　-　　　W　5
） 動 機 や 能 力 や 仕 事 の 性 質 に よ っ て は ， 人 間 は い ろ い ろ な 状 況 に 反 応 す　
る こ と が で き る 。　
こ の 複 雑 人 モ デ ル に つ い て は ，（1）～（4）ま で の 人 間 行 動 の モ デ ル と 関 連 か お
る 。4 つ の モ デ ル の 混 在 し て い る モ デ ル で あ る と も 言 え る 。 こ の モ デ ル は 他
の モ デ ル に 比 較 し て ， 現 実 の 人 間 行 動 と い う対 象 に も っ と も 近 い モ デ ル す な
わ ち も っ と も 抽 象 度 の 少 な い モ デ ル で あ る と 考 え ら れ る 。　
し か し な が ら ， 抽 象 化 の 程 度 が 他 の モ デ ル と 比 較 し て 少 な い と い う こ と は ，
複 雑 な 人 間 行 動 の 記 述 ・ 説 明 ， で き る な ら ば 予 測 す る と い う こ と ， す な わ ち
人 間 行 動 の 一 般 理 論 を 建 設 す る の が そ れ だ け 容 易 で な い と い う こ と を 意 味 す
る 。 い い 換 え る な ら ば ， 誤 差 の 許 容 度 を 小 さ く と ら な け れ ば な ら な く な っ て ，
一 般 化 が 難 し く な る の で あ る 。　
現 実 の 現 象 か ら 抽 象 度 と 理 論 の 一 般 化 と い う こ と が 背 反 し た 傾 向 を 持 っ て
い る た め ， 現 実 の 対 象 と す る 現 象 ＝ シ ス テ ム と そ の シ ス テ ム 行 動 を 把 握 す る




























































人口：POP(I), 国民総生産:GNP(I),  1 ＝1, N(N は期数) 自己多量回帰分析により将来の6
期分の予測値FPOP(I) ，FGNP(I)I ＝N 十1, N ＋6を求める。
SUBROUTINE　ZIKOTA
乗用車の販売台数:SNUI),  1 ＝1, Nを従属変数, POP(I),  GNP(I) を独立変数とし標準誤
差：SESNll と定数を求め,   FPOP(I), FGNP(I)I ＝N 十1, N ＋6より予想販売台数FSNII(
工),I＝N十1, N ＋6 を求める。同様の事を乗用車の販売金額:SI ・(I),貨物車の販売台数：S
N2(I), 貨物車の販売額について行なう。(S2(I)
READ  : S Sl（ SN2(I),  S2(I), 1＝1 ,N
I  ＝i,N ）
SUBROUTINE　TAJUKA 4 回
SNl(I), 1=1,N を自己多重回帰分析によ'}, その標準誤差：SESN12 とFSN12(I), I = N
十1,  N＋6を求める。同様にSI (I), SN2(I). S2(I), 1 ＝1, Nも行なう。
SUBROUTINE　ZIKOTA 4 回
SESll とSESN12 を比較して小さい方をSESNl としFSNll とFSN12も同様に小さい方をFSNl(I),
 I=N 十1,  N ＋6とする。他の3 変数も同様にやる。
ESNll-SESNl
へ ≧O ？／
トップ・マネジメントの乗用車の次期欲求販売高:  DS1(N  ＋1) を読み，規準型に直して，
正規分布表よりその実現度RSI を計算し，実現度限界RL  SIと比較し，限界を越えるならDS!(N
＋1)を1% 切下げ， この回数をカウントする。貨物事の次期欲求販売高DS2(N ＋1) も同
様にやる。















補修部分品販売高: S3 口, i ＝l, N 繊維機械販売高：S4(J), 宇宙航空機器販売高S5(J),
   J ＝9,N ，乗用車産業総販売業:T1(I), 貨物車産業総販売台数:  T2(I) を自己多重回帰
分析皿より6 期分の予測値を出す。製品の販売高については，総販売高を出しT1(I) の標準
誤差をSETll その・予測値をFT11(I)I  = N十1, N＋6とする。




ニΣSI, FS  ＝ΣFSI　1
＝1　　　　T  -t
Tl(I)を従属変数POP(I),  GNP(I) を独立変数とし，標準誤差SET12 と定数を求めFPOP(J),
 FGNP(J) よりFT12(J) ，J=N 十], N  ＋6を計算し, SETll とSET12 を比較
レ■hさい方をSETl, 又同様にFTll(J) とFT12(J) とを比較しFTl  (J)とする。
材料費：CM  (I),労務費：ch(i), 経費：CE(I),I ＝1,N を読みQ1(N),  Q2(N)    1＝1, N を独立変数とし，各
々標準誤差と定数を出し,   FQl(I), FQ2(I),   I＝N 十1, N  ＋6 よりFCM(I),  FCL(I),  FCE(I),  I＝N 十l，N
＋6を求める。



















-　MS1(I)I  = 1,N より， 自己多重回帰分析でSEMSl を求め， トップ・マ ネジメント の欲求マーケット・
シェアDMS1{N ＋1) を規準型に直し， その実現度RMSl を求める。 更にその実現度限界RLMSl と比 較し
限界を越えるならDMS1(N ＋1) を ＼%切下げ カウントをとる。以上のこ とはMS2(I),  1＝1, N についても同
様に行 なう。
ダ　 」
Ql を従属変数，POP(I),  GNP(I),  1 ＝1, N を独立変数とし，標準誤差SEQ12 と定数を定めFPOP(I),FGNP(I),
 I＝N 十1,   N＋6 より生産台数の予測値FQ12(I), I ＝N  ＋1,   N＋6 を求める。
同様にQ2 について,   SEQ22,  FQ22 を求める。
SUBROUTINE　TAJUKA 2 回
SEQll とSEQ12,  SEQ21 とSEQ22 を 各 々 比 較 し 小 さ い 方 の 値 をSEQl,  SEQ2 と し ， 予 想 値 に つ い て もFQl(I),









SEQ1  ＝SEQ12,  FQl  (I)＝FQ12(I)
No
i ＝N 十1, N  ＋6SEQ2
 ＝SEQ21
SEQ2  ＝SEQ22,  FQ2(I) ＝FQ22(I)
I ニN ＋1 N ＋6
92
{D-→
FCL(I),  I = N十1, N＋6を別な方法で計算する。事務技術員数：男BM(I), 女　BW(I) 現業員
数：男OM(I), 女OW(I) の各々について，自已多重回帰分析の場合とQ1(I), Q2(I), 1＝1, Nを独立
変数とした場合とを標準誤差で比較し，小さい方を推定値とする。FBM(I),  FBW(I),  FOM(I),FOW(I)














につ いても な の で フ ロ ー チ ャ ー ト は









に つ い て 同 じ。
C(I)＝CL(I)十CM  (I)十CE(I)    1 ＝1, NFC(I)





総利益FTSP(I),  IこN 十1, N＋6を求める。
販売費・一般管理費:SM(I),  Iこl, N を従属変数，売上高を(S(I), Iニ1,N) 独立変数として単回帰分
析により定数を求めFS(I) ，I=N  ＋1 N ＋6 よりFSM(I) ，I=N 十1, N ＋6 を求め る。
SUBROUTINE　TANKAI
予想売上総利益と予想販売管理費より営業利益の予想値を求め，営業外収益OP(I) 営業外費用OE(I)1






－FSM(I  )一FOP(I) －FOE(I) I ＝N ＋l N ＋6
純利益:P{I),  1 ＝1, N を自己多重回帰分析により，標準誤差SEP と将来の6 期分の予測値FPl(I),I=N
十l,N ＋6を求める。更に，トップ・マネジメントの次期欲求純利益DP(N ＋1) を読み，規準型に直
して，正規分布表よりその実現度RP を求める。
純利益の予測値はFPl,  FP2 のうち小さい方をFP とおきかえる。
N ＋1 P 1=1 N SUBROUTINE　ZIKOTA
FPI(N ＋1) －FP(N ＋1)






→rrUN ↑/ ＝r ΓμUヰ ≒^ ＝N
＋1) －FP(N ＋1)) ／SEP












ミ 言 平 む
SUBROUTINE　NODIS
天 呵P(N  + l)*0.99 I ダハノ
匹










DP N ＋1 =  DP N ＋1
予 想産業総販売台数と欲求マーケット・シェアの(N ＋6) 期 の値 上り欲求販売台数を求める。
READ　DMSNl(I),  DMSN2(I)I ＝N  ＋6
DSNl(N  ＋6), FSNl(N  ＋6) とSESNl より規準型に直して実現度限界RLSNl と比較する。限界より
越えた場合は平均をとってこれを計画販売台数とする。DSN2(N





ZSNI ＝(DSNI(N ＋6) －FSN1(N ＋6))/SESNI
No DSNl(N ＋6) ＝DSN,l(N ＋6)
DSN1(N ＋6)＝(DSN1(N ＋6)十FSNl(N  ＋6))/2
乗用車の現有生産能力と現在建設中で将米M 期の生産能力の増加分を各々PPC(N),PUCP(M),  M  =N
十1, N  ＋6 とし，計画販売台数より引いてPSNl(N  ＋6), 必要生産能力NNAl を求める。 貨物車の現有
生産力TPC(N) も同様に行なう。
READ　PPC(N),  TPC(N),  PUCP(I),  TUCP(I),  I  ＝N ＋1
N ＋6NNA1






乗用車 の生産実績台数PNl(I),  貨物 車の生産台数 をPN2(I)I  = 1,  N とし，各々，a 己 多重回帰分析に
より予 定値FPNl(I),  FPN2(I) と出 す場合とPOP(I),  GNP{I) とを独立変数 として計算する場合 とを比
較し，標準誤差の小 さい方 を予測値とする。 このフ □ ーチャート は販売台数 の時 と同 しX'あるから略
す。
N ＋6NNAl
＝NNAH 十　 Σ　(FPNl  (I)－FSNl  (I))　
I＝N ＋1
単位当 り設備費UECl(N) を読み必要生産能力より必要設備投資額 を出し欲求 設備投資額 と比較する
前 者が後者 を越える場合は最大調達可能資金LBF を読み比較する。こ れも越 える場合 にはLBF を目標
投資額PNA) にする。













値を求める場合の修正回数のカウントであるCMI 1, CMS 2, 純 禾U益の時
のCP ，最大調達可能資金のカウントであるCLBF ，当社の総販売台数AT,
競争相手のB 自動車の総販売台数BT ，最終の実現度RS から求める。
O トップ・マネジy ソトの圧力指数ITM　　ITM




B 自動車の(N －1)期の総販売数BT(N 一1)
当社(A) のN 期の総販売台数　AT(N)








積，次期の計画販売量PSN1 （N ＋1）とその予測販売量FSN1 （N ＋1）との











今 期 の 予 測 販 売 量　FSNl(N)







十販売のカウント*  10 ＊（1 －MS1 ）










‘　 今 期 の 販 売 量
＋
今 期 の 純 利 益
一 一










O 製造部門の圧力指数IP はITM とその圧力伝達度MP　
次期の計画総製造費用PC(N ＋1)，その予測値FC(N ＋1)　
今期の実績値P(N), 今期の稼働率RO ，カウントCCP によって決める。
IP  ＝ITM ＊MP
＋
次 期 計 画 総 製 造 費 用-
一一　 一




． 今 期 の 予 測 総 製 造 費 用　FC(N)-
一 一 一 一　-　　　 一 '
今 期 の 実 績 総 製 造 費 用　C(N)













































 ＝FSN1 十JFSNl 十NR ＊(SESNl  ＋SESNl)　　　　　ASN2
 ＝FSN2 十∠/FSN2十NR  ＊(SESNl 十JSESNl)　　　　　AC
＝FC －JFC 十NR ＊(SEC －JSEC)
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（3） 新m 品計画モデルー ハーメの研究
ク ラ ー ク ソ ン ・ モ デ ル
ステッドリーの研究㈲　企業予算の決定
ライトの研究
次にMIT のAlfred P.Sloan School of Management で行なわれてい
るインダストリアル・ダイナミックスの研究がある。これはフォレスターを
中心としてジャルメイソ5






































今後の研究としては，DYNAMO の使用とともに他のシミュレーシ3   ン



















的 に そ の構造が 本質的に 変わ るた め，企業 行動 モ デルを長 期に わた って
シ ミュレ ートす ることは， 非常 に疑 問 であ る。　
企業 モ デルでは ，短期 モデル が妥当 と考え られ，問 題 の必要 に応 じて中 期
程度 のも のを 組 み入 れ よ うとす るのが よい と思わ れ る。　3.
モデル 作成には ，基 本 的 な 仮 説を 明 確に し てお く必要 があ る。（ モデ
ル作成上の理論）　
我国で は， 特に ，計 量経済学的 方法 を企 業 モ デル に 使った 財務 中心 のモデ
ル が多 い。 この立場は 経済学を企 業 行動 に 適用 した 企業 の経 済理 論にほ かな
らない。　
企業 の実証的 な 意思決定 メ カニ ズ ムを 組 み込 んだ企業 の行動理 論 のた め の
企業 モデルを 作成 し，企 業 行 動 の 予 測， 説 明を 行 な うよ うに す る必 要 か お
る。　
モデル 作成以 前 の企業 行動 の実証 的研 究 が特 に重 要 で あ る。　
又,   A 自動車 株式 会社 及びそ の他 の資 料 ，Fortran に よる企業 モ デル のプ
ロ グラ ムの全部を紙 面 の都合上 割愛 し てあ る。た だ 巻末 に デ ータ一 覧表を 参
考 までにつけ てある。詳 しい これ らの内 容に つい ては筆 者 の修士 論文 「企業






























・自動車産業総販売台数　　　　　　　　　 回 転 率　　　
乗用車　　　　　　　　　　　　　　 収 益 率
（データ出典）　
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